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3）　岡村久道『個人情報保護法〔第 3 版〕』（2017 年）119 頁。
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したものとして政令で定めるもの」を、「匿名加工情報データベース等」とし、
それを事業の用に供しているものを、「匿名加工情報取扱事業者」としている











































禁止に関する規定（個人情報保護法 15 条、16 条）、および個人データの第三
者提供の制限に関する規定（同法 23 条）も適用されないことになる。



















































































































ているので（同条 1 項かっこ書）、同胞 2 条 9 項の「匿名加工情報」に統計情報が含
まれうるとしても、同法 4 章 2 節の匿名加工情報取扱事業者等の義務規定は、統計
情報にはかからないことになる旨を指摘する。
























り、芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』（1994 年）355 頁以下、伊藤正己『憲法〔第 3
版〕』（1995 年）232 頁以下、佐藤幸治『日本国憲法論』（2011 年）181 頁以下など。
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　わが国の判例・裁判例では、「宴のあと」事件第 1 審判決（東京地判昭和 39
年 9 月 28 日判時 385 号 12 頁）の、「私生活をみだりに公開されないという法
的保障ないし権利」とする判示が、プライバシー概念の嚆矢となっている。そ
の後、写真撮影という文脈においては、京都府学連事件（最大判昭和 44 年 12
















19）　この第 1 審判決の判断は、控訴審（大阪高判平成 8 年 5 月 14 日判例集未登載）
において、ほぼそのまま是認され、上告審（最判平成 10 年 11 月 12 日判例集未登
載）においても、その判断が維持された。棟居快行『憲法フィールドノート〔第 3
版〕』（2006 年）38 頁。なお、拙稿「防犯カメラ・ドライブレコーダー等による撮
影の許容性と犯罪捜査・刑事司法における適法性の判断」警察学論集 70 巻 11 号
（2017 年）50 頁以下参照。
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心基準」と、「取得した映像データの適正な利用の確保」という「管理・利用
中心基準」とで、個別に考察することが望ましい。これは、先にみた、大阪地




























懸念を受け止める形で、たとえば、平成 21 年 5 月には、撮影位置を従来の路

























審判決を是認した控訴審判決（福岡高判平成 24 年 7 月 13 日判時 2234 号 44 頁）に
対する原告側上告を棄却している。

















　そうであるとするならば、平成 25 年 6 月に問題化した Suica の乗降履歴販


































意義─」法学会雑誌 57 巻 2 号（2017 年）211 頁以下。



































































































































＆Ａ〔平成 29 年 5 月 30 日更新〕』（2017 年）3 頁（Q1-11）は、 防犯カメラにより、
防犯目的のみのために撮影する場合、「取得の状況からみて利用目的が明らか」であ
ることから、利用目的の通知・公表は不要と解されるが、防犯カメラが作動中であ
ることを店舗の入口に掲示する等、本人に対して自身の個人情報が取得されている
ことを認識させるための措置を講ずることが望ましいと考えられるとしている。
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不十分ながらも、検討を加えてきた。だがこういった利用形態は、比較的近時
になって生じてきたものにすぎず、また、カメラシステムに関する技術の進展
等や、当該システムの普及状況によって、今後大きく状況が変化することが予
想される領域である。そういった意味合いも含めて、現時点では、なお「未開
拓」の分野であるともいえる。
　個人情報やパーソナルデータの利活用を企図した平成 27 年の個人情報保護
法の改正の柱の 1 つが、匿名加工情報という概念の創設と、それに伴う、情報
の利活用と流通の促進であったことは、改めて述べるまでもない。それゆえ、
本稿においても、匿名加工情報の意義について簡単な検討を加えることとした。
しかしながら、結局において、街頭設置カメラから得られる情報を、匿名加工
情報として用いるという例を想定することが、著者においては現時点ではあま
りできないというのが、率直なところである。そのため、商用利用の具体的な
検討においては、カメラから得られる情報を、いわば統計情報的に用いる類型
と、個人情報データベース等を構成する個人情報として用いる類型についての
み言及するという、ややアンバランスな検討にとどまらざるをえなかった。
　その意味で、本稿での検討は、あくまでも数多考えられる該当設置カメラ映
像の商用利用について、その一部のみを取りあげ、著者の立場から、その対応
のあり方について検討した試論にすぎない。だが、本文でも言及したように、
現時点での国民の意識も、今後変化していく可能性は十分に予想される。その
一方で、こういった商用利用についてのニーズはすでに一定程度以上のレベル
で存在していると考えられる。このような現状においては、その適正な利用枠
組みの確保と、それに伴う国民の信頼の保障ないし向上を期すべく、公的なガ
イドライン等で、その具体的な要件や基準が早急に示されることが望まれる。
　本稿は、科学研究費助成事業（基盤研究（C））「技術の高度化等に伴う街頭
防犯カメラの新たな利用と法的規制のあり方の検討」（研究課題番号：
26380095）による研究成果の一部である。
